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周知のよう；こ．社会主義諮国なかんずくソ述は50年

代か1：頃より低1}fl発国援助｝こK'｛極的な態庇でのぞみはじ

めた。例えば，ソ述のクレジット協定額は1954年に比し

1955年・ 1956年にはそれぞれ 13.7倍． 71.3倍とJ¥:i大し

た。 . .J躙 l位）このような動きが，従来援助の分野で独占

的な立場にあった西餌，特にアメリカに与えた浙撃がい

かに強烈であったかは， 1957~8 年ころよりアメリカ：•こ

おいて低開発I頭扱D,)Jt•こ渕する本格的な研究が始まったこ

とでもリ］らかであろう。その成果はゾ述の経済・技術扱

助の実体分析 (J.S. J3erliner, "Soviet Economic Aid". 

など）となり，あるいはアメリカ自身の扱llJ]の分析・反

省 (Libraryof Congress、‘‘しJ.s.（1‘oreign Aid"など）

となってあらわれた。これらの研究を通じ，いままで栄

味にされてきた「援助．I！こ？とつ・・わる諮I!！暉が賂理され，

米）の援助の相辿がかなりの租瑯こ浮き彫りされたこと

は確かである。しかしながらこれらの研究にあらわれた

ものばあくまでも一方の側の見解であり，われわれは同

時にソ述側の・ーどえにも接すぺきであることはいう長でも

ない。

ところで，（氏開発国援助に関するソ述())'it料は数少な

く，われわれが入手しうるのは大部分が雑誌論文であっ

て， ilij題の全般にわたるような文献はほとんど存しない。

いまここに紹介するフィトーニとシチェチニンの共著I•こ

なる本也が，われわれの要求をある莉殷満たしてくれる

唯一のも 0)でなかるうか。著岩(J).i靴IIな経歴fがIJIJらかで

ないが， 『経済の語問題』誌などにかなりの数の論文が

掲収されているところを見ると名術箔援助問題に関する．11.

門家といえよう。

北Bの構成は次の通りである。

まえがき

第 1衆 新典民族国家の経済l•Iり後進佐解ti(/）諮問題

節2常援助の性格と原理

第3章 匙界社会主汲語居lの扱助

R2 

第4浮 戦後の帝国主汲的（屯援助》の経済的内容と政

治的目的

第5党 (LSI}fl発IJ荘1経済発I良用ll迅と同連

第 6詔 地域内協カ・相互扱助の語阻l迎
{•I・→人
芥ri rdiU 

なお，執喰分担は 3蹂までがシチェチニン， 4箪以後

がフィトーニとなっ-cいる。ここでは，！t似こ前半：こ重点

を低いて紹介する。

II 

第 1 訟：：おいンこ 9•おます.., （経済的な遅れがi(II：こ起fとサナ

るか〕が追求されている。

プルジョア的文献では経祈的な遅れの起こった原因；こ

槻しさまざまな説明がなされるが'.:.れらの説ljltt.，現

存する一賑りの帝国主義列強と1日植民地とのIHIの発展水

祁i0)大ぎな咬差を正当化し，その旗囚を自然や生旅の法

則：こ帰せしめようとする点では一致している。しかしな

がら，このような大きな発展水準の校殺（訪梵木土投発展

の必然的な結果であって，先巡沢本主義！函が窟裕化した

のは枇［民地の直接的搾取あるいは貿易における不等な

交換を通じてである。プルジ，ア学者はこの事実を否定

するが，その仕方tこ：2通りある。第 11:.ft木主淡lI恥頃讚

より受け取る以＿I-．のものを国外に与えてきたと主張し，

たとえl;：：・イギリスの蚊近の凋落の原因を！ぷ大な植民地を

保持していたことに加｝せしめる (R.Nttrkse, D. H. Dun• 

ningなど）。第 2の主姻・まl:lri1貿易の反対•9者 (!}tl ネllti D. 

Ricardoであり， W.S. Jevons, A. Marshall, J.M. J(ey• 

llesも租9．足の淫はあれ，同様な主張を行なっている）り

それであって，低1}り発I・tlとの交易が先進国に経常的な損

失をもたらすとしている。これらに対し著者(:t.，いずれ

り）主張も数字の吟味には耐えられないとし， lii語に関し

てはキューパ，後者に関してはア）レゼンチンの例をあげ

て批判している。しかし，著若の宅張はIll：心な部分の論

旨展1)りが不足であ'),十分説得的であるとはいいがたい。

次に嘩れを根絶•する方法］の点に閲しても，箸者(i,

ft木主義瀬側の扱助第 1とする考えを批判する。

プ）レジ g ア学名は往困や後進性を除くためには，エ第

発展や近代的な生産技術に依存••する必痰：まかならずしも
ないとし，たとえ工業発展が起こるにしーこも，それば現

存の経済構造をこわさず，軽工業・採取鉱業に限定され

るべきであるとして．全而的な上染化に・は反対する。か

れらば自分たちの《（i埠する〉〉低I}り発岡の利？年をよった

く無祝し，独占狩本の利密を前雁t•こ押し！liす。例えば，



:M. F. MillikanゃW.¥V. Rostowは新しく形成された

国家においてはfj.lj人'ftオふ籾こ外国の1W人沢本が指母泊

役‘,g」を担うべきであると述ぺているc なぜこのような結

設が生まれるかといえば，かれらプ）レジョア経済学者：こ

は国民け濁水部という社会枯J生J座の水紺iを反映しないよ

うな指探を云々していればこと足りるからである。困民

所得は生産を強化すること：こよってJi'1大させることがで

きる。そのたがこは生産構迎セ俊：えなくとも収益率を商

わればよいとかれらは説き，その根拠として次の点をあ

げる。

(1) 少数部"l経済は生がt1しを滅少させる傾I；りがあるか

ら，多数部門経済：こくらべより効呆的である。

(2) 狭い・i{｛it'’l(}）特化ば国隙貿易の発展を保証する。

(3) したがって， il'饂化率の裔い品施物を1l流しi合出

すれば，生活水準の向上が逹万しされる。

「かくして．結果は現存の沢本主義的ク｝業を除去する

ことではなく．；とれをいっそう面化し，深化させること

が叫ばれるのである」 (25ベージ）。かれらはこれを比較

生産股原理によって理論づ：d· ょうとするが，•長期；こわた

る国深貿易の歴史は交易条件がたえず低開発国に不利；::-.

任tいてぎたことを示している。

桔局，ゲt)さ主義厄1の処方箋(:I:.l}il迎の収．の解決：•こなると・

こるか，かえって1問題を悪化させると培祈はいう。

しからば，〔問題の正しい解決iこ瑯くような処方接：と

ほどのようなものか。署者：よ低！開発国の遂行すべき課題

を次のよう：こ設定する。

(1) 外屈l沢木支配からの解放。

(2) 生施力発展水i¥tの向上（これは労渤手段：｝もよび総

労咽｝Jの人「Ii、こ対する比率と定設される）。

(3) 社会的労例の'-K産性l{ij上。

(4) 植民地的構造を破浪し， iTi紐次，多数•t1i1"lfiり生産を

発展させること。

すべて以上の課迎はエ菜化の逍をたどが．炒がこか芍i・;
成される。 「ただ．あら少る経済発展を工業化とよぷわ

：ナにはいかない。 iti!全な，強匝It...c:,l虹l立した!'El民経済り）

建没へ祁くような経済発展0)みがこじ菜化とよばれる(/)で

ある」 (30ベージ）c

箸松•よ低；｝fl発国が経済(/)かたよりを除き，多数剖1r11的

楷造をそなえた国民紐済を｛麟するためのすべての内部

的前提をそなえている，と楽級する。

ーぶま⑳r低1俎発拝lがもっともすみやかに遅れを取りもと・

すにはいかにすぺきか］。

視任，新しい独立国で起こりつつある径即暉渾の特

香評 —— 
色は，それが打本キ3ぶこ固有な不J匂絡発展：こよるも(I)で

：文なく，民族独立迎動の結果であるという点にある。し

たがって，木来時間（・ド］なil閲約を受けているこれらのl'i:I々

のとるぺき経済発展の方法は，沢本主義列強の行なった

ような軽工業から始まる発展ではなく， 1及初から生i’ltを

i政大限iこ強i化することであり，；との場合， 「生産手段生

産の成長テンボが1：沿ければ高いほど，全体()):「業発股テ

ンボi•ま商くなる」 (32ページ）。

ところで，エ菜化の成功・経済j.lり遅れの.!k:JJ[Hま函の内

外の要困：こfi＜仔する。よず，国内のカ・ ft仇jiを通ljiiすぺ

きであり，これが経済的j~:j拐の決定的な源となる。この

過邸こおいて（文，［i4家が指祁的な役割を禎ずるが， lIili炉

；こ低開発屈］がより発展した旧からの経済・技術援助を必

要とすることも事実であるっ外国から())援助は，それが

いか；‘-．・し＿C, どんな条件で捉供されるか， どんな目的な

持ってかえられるかによって，其の扱助であるか否かが

決められる。そして， 「外1団からの援l!)Jほ，あく・まで従

船 iり，祉jll)J的な役＇！刈を負うべきであろ」（邸ページ）。西

ョーロッバ，特にアメリカで：す、外「翡からのl.Wi人}fi本の

媒入を低IJ甘発！乱経済発展の第 lの手段とみなしている。

これは，低l}}妙悧国のft本不足な利］月し，援助l幾構な通じ

て自己の利罪浅附大さ •I~ ようとしているから：こほかなら

ない。しかしながら．低1}り発屁l接ll力は次の二つ())淡求；：：：

応えるものでなければならない。それは「第 1iこ，受サ

入れ国の経済発展速Jiを促巡するものであること。第 2

；こ，外国t’t本への従屈からの解放を促巡するものである

ことである」 (39ベージ）。社会主義諮国の援助こそまさ

：こそのような疫求に応えるものである。

以上で第11;をは終わっているが，著者は経済発展を妨

げる外(Iり要区I、すなわち．外li<i咲本のげf.f詔嘩直する：•こ．

然心なあまり， I；iflりな要因すなわち，封建的な残甑

教了i等を府過している．点：こ問題が残ぶであろう。

l[l 

第2爵託；之，ますi『t木主淡l1il()）援l.l)J0)1i鰈が政治的・

拍済的なものであり． fi年 l滋の危敗の段陪と関述ある

の；•こ対し，社会主義梢 l:i,I叫卿Jti．経済の発展段階とまっ

た<|関係なく，社会体制l'i(;本の性格から生まれるのであ

り，両名は恨木l•Iり：J吝別されるべき·ものと述べている。

そして．東側と西側の授助の途いは次のような規iil}に照

らしてみれ(:l:IJIJらかであるとしている。

(1) 生敵的な性質のものであるか，非生産的な性質(')

ものであるかー＾ーアメリカの援助の大部分を占める平喉
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扱助が生座的でないのはいうまでtないが，アメリカの

提供する消費物沢（余剰製遊gJ) など）も ~l-:旅(Iりでない。

(2) 企業が新しく作られる場合その所有の問図—西

側の援助によって企業が設立されるとを代fitとして株

の相当な祁分が取得される。

(3) 接助の対象となる部1'りの問題――i囮側の独占体の

扱助が，たとえ生産（も目的に向けられるとしても，それ

は狩本 1箪位当たりの収入が1y/大を求めるためであり，

結果は鑓方法の改約：ことどまる。抜術扱ll)Jの場合も同

じであ；；ふ

(4) 国家セククーに対する関係一？f（同主淡諮1：目（ま匝i

家セクターを自己の独占の敵とみなし，これの拡大を妨

ザている。

(5) 接肱こ付幣する語条件：一ーこの点で社会主義困IJ）

扱11）)がすぐれていることは明らかである。

(G) 扱助の形態；；とのものが固民経済を高拐させるよう

なものであるかどうか。すなわち，援助を行なうに際し

可能なかぎり現地0)？t源を利用するかどうか。

これらの規瑯こ姑づいて以下の各窃：で各国，各股1児の

扱ll)Jの分析を行なっている。

社会主義語限の援助に！周する邪 3J;'i:では，ソ述がJi'i命

後，ツァー政府の所有していた語外閲！こ対する利権や財

産を放楽し，それを1!r;{ttで提供した::Jf実，また，国内建

設の困難な時期にトルコ・中国・・アフガニスタン・イラ

ンなど：こクレジットを供与したり，技師を派造したりし

t..:?jf.史をあげ，社会主義間の扱助が経済発股の段階；こ左

右されないことを独潤している。続いて，現在の援助の

梢況を述ぺ，最後t：：：，社会主義l国の扱功が函踪経済関係

に及ぽしている影勝として，次の 3点を指摘している。

第 1Iこ， 1!!:界沢本主義経済の柑（民地（lり椛造の破桜を助・長

していること。第2tこ， ft木主義語国をして援助の条件

・規狡・形態の変更を余骰なくさせていること。；として

第3tこ， iぶこよりも直要なことは批界大戦を除く現尖的

なiiJ能性を生みだしたことである。

第 4芹iで（屯アメリカ・イギリス・フランス・西ドイ

ツ・イタリヤ• E本の扱助およびコロンボ・プランその

他の臣li築的計町の分析を行なっている。紙I前の）父l係上，

ここでは日本：こ駄！する部分を服約する。

「日本の《扱助》計匝への参加tt.，その独占体の露哨・

な拡張的企図と規定される」 (153ページ）e戦後，日本

の東南アジアにおける地（立（な悪化したが，それを回復し

ようとする試みはアメリカ・イギリスからの激しい抵抗

に突き当たった。このような状態から脱するため：こ日本
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は新典独立雨の行本不足の悩みに目をつけた。 1955年：こ

政府は種々の固ぶこ政府まtぶま俗1人ペースによるヨクレ

ジットを供与することを決定し，これ1こ秘づきバキスク

ン・インドネシア・インド・カンボジア等へ進出を淵始

した。これらの底々にその後設立された「合弁企哭・会

社・銀行は低開発固諌屈化の手段の一・つとなっている」

(155ベージ）。・日本はまた，賠償支払いを通じても進出

をばかっている。すなわ社日本:・:::.賠f!t協定を相手国の

要求額より葱しく低い線で妥結さ・lt, ；との差額を補・iた

め経済扱助の補足協定を納んだ。これらの協定の中には

E本政府と当該国の私企業家がより緊行栞．協力すること

がうたわれているのである。しかし．日本の東席アジア

での動きが活発になれぼ，アメリカ・イギリスとの対立

はますます独まる。例えば，岸首相：な束南アジア開発苔

金の構俎！を明らかにしたが，アメリカやイギリスは冷i炎

な態1立でこれをあしらった。日本：むこれが Z ロンポ・

ブランに対立するものでないと言明しているが， 「多く

の固の実架界では巧妙な市J~漉得計画と 2けなし -c いる J

(1隧ベージ）。

第 5党の国述に関するところで(t.，培者は特：こ． 《特

澱臨》：こ秘極的な；慈義をみとめ，辿‘常技術扱珈嘩・

醐諏卿暖銀行・国祭金融公社等（ま糾諏本に1雌：す

るものだとしている。また， 1立後の紹63;tでは，蚊近低

開発国1廿jに起こりつつある地域統合の煩1tiJに注l:Iし，ま

だ実現の段階ではないが，と注釈しながらも，その結果

参加各j理の独立が強化されるであるうと，これを支持し

ている。

IV 

*i!｝は前1こも述ぺたように，低l}り発瀬扱助(J)|1:J題：こ既

するソ．彰）政初の労作であるといえる。したがって，ニ

つの体制の膨りを決定するとまでいわれているこの問屈

に関し，ソ辿侃がいかなる泣滋を認め，どのように対処

しようとしているかを知ろうとする者1ことっては欠か七

ない沢料であるが，同時に指摘しなければならない欠l;（13-

も見受けられる。たとえば，第 1に，数字，特に社会主

毅圏の援助額などの出所が明らかでないこと。第2i:.,

社会主淡国の扱助の場合，それが受け入れ国iこ渡される

までの過稲（扱瓢I•画の作成・屈民経済計画との関係・
担当機関等）につきなんの説明もされていないこと。第

3｛こ，後半の叙述が平板になり脱得力［こ欠けていること

などである。

（アジア経済研究所1即汲料部撒理課村野他）




